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論文の内容の要旨  

 

論文題目：中国都市部における社区教育政策の動向に関する研究  

        ―政府主導型から住民参加型への試み―  

氏  名： 馬 麗華  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．本研究の課題意識  

「社区教育」は 1980 年代に経済が発達した省・市を皮切りに生まれてきた新しいタ

イプの教育・学習活動であるが、1999 年に「全国社区教育実験区」が設けられて以来、

この活動は現在中国の半数以上の省・市において全面的に推進されている。ではなぜ、

「社区教育」が民衆の間に急速に普及していったのであろうか。1980 年代から実施さ

れた改革開放政策以降、「単位」を中心とした生活共同体は崩れ始め、市場化への進展

に伴い、社会組織の多様化、人口の流動化、高齢化の進展、人材需要の多様化も加速さ

れ、これらの影響を受け、「社区教育」が要請されることに至った。一方で、こうした

社会変動に対処するために、政府は社会安定の確保、「国家権力の支配の永続化」を目

指し、社区教育をも提唱するようになった。即ち、今日の中国の都市社会の変化を表す

最も重要なキーワードとしての「社区」に関わる「社区教育」の展開は社会構造の変動

と相関性を持っていること、また政府の推進、いわゆる政府の施策に深く影響されてい

ることが考えられる。  

中国都市部における「社区教育」の三十余年の歴史を遡ってみると、その政策形成に

おいては、中央レベルと地方レベルの政策はどのように相互作用しているか、政府の「上

意下達」のほか、社区教育の実施現場では国家より地方が先行して社区教育を推進する

状況も存在しているか。また、政策決定過程における「社区教育」の目的と利益主体は

社会変容に伴い変動しているか。そして、地域間の軋轢や教育格差が浮上してくるにつ

れ、「調和のとれた」社会環境、官民協働の実現が求められるようになり、社区教育政
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策形成における政府の「主導性」と住民参加の「主体性」はどのように結びつけている

か。これらは中国の「社区教育」政策の動向を考察するための基礎的な作業として必要

であると考えられる。しかし、管見の限り、「社区教育」政策に関する先行研究におい

ては、政策策定の社会環境の変動と政策内容の相関性、国家政策の意図と実施現場との

融合性という視点からの研究が欠落していると思われる。このような問題意識を持ち、

本研究は中国の社会発展状況と社区教育施策との関係のあり方を 1980 年代から 2000

年代に至るまでの時期に着目し、中国社会の実態の下で制定された政策の内実（方針・

対象・内容・方法）を時系列的に跡づけることと現場のフィールドワークを通じ、政府

の社区教育に対する認識・政策動向と社会環境の変容との関係、社区教育政策策定にお

ける中央・地方という政府間の相互作用、政策の目的と利益主体の変動、政府主導型の

社区教育から住民参加型の社区教育への移行過程における住民参加意識の胎動と社区

教育政策策定上の問題点を提起する。  

 

２．本論文の構成と内容  

 本論文の構成は序章、第 1 章、第 2 章、第 3 章、第 4 章、第 5 章、及び終章である。  

第 1 章では、一般住民に浸透してきた「社区」と「社区教育」という概念は一般的に

も研究領域でもまだ確立していない状態にあるので、本論に入る前の前提として、本稿

で扱う「社区」と「社区教育」の定義を行った。中国における「社区」の定義を明確に

するため、community の古典概念の整理を通じ、中国における「社区」の語源の由来・

歴史展開、特に中国地域社会の再組織化と行政システムの変化に触れ、中国の先行研究

における「社区」の定義を概観した上で、筆者独自の定義を提示した。中国の「社区教

育」という言葉はアメリカの community education に起源し、中国における「社区教

育」の本質を抽出するために、先行研究に基づき、歴史範疇的な「社区教育」のイメー

ジ及び現代の「社区教育」の類型を整理し、「社区教育」概念の先行研究及び政策規定

の議論を通じ、「社区教育」の類似概念を重層的に把握したうえで、本論文で扱う「社

区教育」を定義した。即ち、第 1 章で理解が極めて曖昧な「社区」と「社区教育」に関

する歴史上のプロセス、及び時系列的にそれぞれの時期の特徴について触れた。  

第 2 章では、1980 年代 (1980 年代半ば～1992 年 )の「社区教育」の萌芽期における社

区教育の性格、及び政策策定と社会動向との相関性を析出するため、1980 年代の社区

教育を巡る基盤環境の醸成を把握し、社区教育に関する中央レベルの政策及び地方の社

区教育の実態を述べた。まず、社会学方法論による「社区」に関する研究成果を使用し、

「社区教育」の土台である「社区」の形成経過及び社会管理システムを考察した。政府

の基層出先機関としての「街道弁事処」・基層住民組織である「居民委員会」の機能変

遷、「単位」制の崩壊、及び知識重視・徳育軽視の教育状況などの一連の社会問題を検

討し、次に、その上で更に民政部により公布された「社区服務」の構想経過、実施状況、

「社区服務」からみる社区教育、及び教育部により公布された文書を分析した。その内
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容と主旨を検討し、最後に北京市西城区を例にして 1980 年代の社区教育展開の実情を

概括し、1980 年代の「社区教育」の特徴と限界の分析を試みた。その上で「社区教育」

の発足要因を政治、経済、教育、生活などの面から分析し、「社区教育」の萌芽期の性

格について、学校徳育の補完性、教育福祉性、認識不足性などの三点を析出した。  

第 3 章では、1990 年代 (1993 年～2001 年 )の社区教育政策策定の模索期における「社

区教育」の性格、萌芽期より前進した内容を究明するため、社会の大変革、及びこの変

革のもとでの政策策定の経緯を論じ、当時の社区教育の実情を例に検証した。まず、

1990 年代の「社区」の形成に影響を与えた都市部における住宅制度の改革、戸籍規制

の緩和及び大規模な社会流動人口の増加などの社会環境の変化を論じた。次に、この背

景を受け、国が揚げた「小さな政府、大きな社会」のスローガンに基づき民政部が呼び

かけた地方への権限の移譲を図ろうとする「社区建設」の構想、及び教育部の教育改革

に関する一連の指令を分析し、当時の中央政府の社区教育改革の動向を述べた。政策内

容の分析により、1993 年以降、民政部による「社区建設」の一環としての「社区教育」

と、教育部による「社区教育」の意図が違うこと、また、教育関係の政策、文献から見

ると行政主催の検討会で「社区教育」は認識され、経済発展した地域では「社区教育」

実践活動が盛んに行なわれたことを究明した。最後に、北京市西城区で展開された「社

区教育」を例にし、1993 年以降の「社区教育」の性格をその前と比較しながらその相

違点と模索期の「全員、全過程、全領域」の性格、及び「社区教育」・学校教育の関係

から 1980 年代から 2001 年までの発展パターンをまとめた。  

 第 4 章では、2002 年以降の「社区教育」展開期における現代的な社区教育の特徴の

析出を目的として、その社会背景、政策の内容を論じ、特に北京西城区を中心に具体的

な社区教育発展事例に基づき検討した。まず、2002 年以降の社会背景としての人口高

齢化、経済・教育の格差、情報化・都市化の進展を概観し、これによる社会価値観の変

化、社会矛盾を明らかにした。次に、この社会背景を受け、中央政府による「学習型社

会」の提起、及び学習型社区の構築の核心として位置付けられた「社区教育」に関する

一連の公的文書を分析した。そして、北京市西城区を対象とした聞き取り調査とインタ

ビューによる具体的な事例を通して、社区教育の現状を論じ、地方政府が「社区教育」

事業の強化に力を注ぐその姿勢を見て取った。最後に、社区教育の現状に基づき、「学

習型社会」構築への結びつき、政府が人間本位という要請を基本にして、社会安定・団

結を維持するために「社区教育」の展開を推進していること、及び住民の要求を主体と

し、正規化・体系化・多元化されつつある「社区教育」の展開期の性格を析出した。  

第 5 章では、前章までを総括し、政府主導型から住民参加型への試みを究明するため、

「社区教育」政策の施策経緯に従い、中央・地方の相互作用、「社区教育」の施策目的・

利益主体と社会変容の関係、住民参加型「社区教育」の台頭の分析から、中国の「社区

教育」における政策ネットワークの動向を整理するとともに、「社区教育」政策におけ

る問題点を抽出してみた。まず、「社区教育」施策における中央政府と地方政府の相互
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関係を「中央政府から地方政府への呼びかけ」と「地方政府からのボトムアップ」から

見て、中央主導の色彩がまだ濃厚ではあるが、地方は地方分権によりある程度自らの意

見や要求を中央政府に反映する道ができたことが明らかになった。この中で、社区教育

に関わる民政部、教育部による文書及び二部の政策策定の相違性の分析を通じ、社区教

育施策過程における民政部と教育部の関係は時期ごとに、相互影響、相互受容をしてい

ることを究明した。また、「社区教育」政策を巡る政策決定過程における施策目的・利

益主体の変動を通史の視点から明らかにした。さらに、社区教育に関する政策文書の内

容、組織機能の変遷、事業の運営から住民参加型の「社区教育」の胎動を探求した。政

策文書・「学習型社会」の理念を分析した上で、「社区教育」に関連する組織機能変遷経

過とその主旨を検討し、更に住民参加の兆しを抽出し、街道レベルの「社区教育学校」

の運営と社会組織の「社区教育」への参加から住学習を軸とした住民参加の姿を究明し

た。最後に「政府主導型」の「社区教育」政策策定の経緯に基づき、社区教育政策にお

ける問題点を抽出しその解決ための私見と提案を試みた。  

 

３．本論文の意義  

本論文の意義は、第一に、政策形成と政策実施との間に溝ができやすいという点を押

さえ、中国の統治構造下における社区教育政策の実施には、2000 年代まで基本的に上

意下達型・政府主導型の構造が維持されている事実を確認したことである。即ち、社区

教育施策は主に中央政府からの「上から下へ」の指令、誘導、呼びかけを受け、地方政

府が中央政府による文書をブレークダウンし地方政策を策定したという政府主導型の

施策のあり方となっている。これにより、中央レベルの社区教育政策規定は社区教育活

動の一層深い展開への大きな推進力となったといえる。 

第二に、社区教育政策策定過程における中央・地方間の相互作用という視点からの分

析により、社区教育行政はトップダウン型の政策実施によって展開される一方、自主性

も未成熟で住民参加の意識も不充分であるにもかかわらず、地方政府からのボトムアッ

プが政策実施プロセスに及ぼす影響があったことを確認したことである。社区教育政策

文書に関する分析をもとに、中国社区教育の動きは「地方分権」、市場経済の進行、及

び基層社会管理システムの再構築に伴い、以前の政府の「計画・先導」から「呼びかけ・

誘導」へと転換されているプロセスを究明した。 

第三に、社会変容を巡る政策決定過程における施策目的・利益主体の変動とともに、

住民参加型社区教育の胎動が現れていることも考察できたことである。社区教育の現象

と政策動向から施策の目的や施策の利益主体の変化を析出し、中国社会の構造及び国家

の意図と民衆との関係を考察した。住民参加型の胎動については、まず、教育部・民政

部による社区教育関係政策と社区教育実態から、政府関与の有効なメカニズムと住民参

画の拡大の可能性を見出すことができた。また、社会教育組織機能の変遷と社区教育の

実践活動の分析から住民参加胎動の現状を一定程度明確化できた。 


